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CASA新聞

建
設
経
済
研
究
所
と
経

済
調
査
会 

経
済
調
査
研

究
所
は
８
月
７
日
、
２
０

２
４
、
25
年
度
の
「
建
設

経
済
モ
デ
ル
に
よ
る
建
設

投
資
の
見
通
し
」
（
８
月

）
を
公
表
し
た
。
国
民
経

済
計
算
（
四
半
期
別
Ｇ
Ｄ

Ｐ
速
報
）
の
２
０
２
４
年

１
～
３
月
期
・
２
次
速
報

を
踏
ま
え
て
予
測
し
た
も

の
。
２
０
２
４
年
度
の
民

間
住
宅
投
資
は
、
新
設
住

宅
着
工
戸
数
が
持
家
や
分

譲
戸
建
の
減
少
と
分
譲
マ

ン
シ
ョ
ン
の
増
加
の
影
響

を
受
け
て
、
前
年
度
と
同

水
準
の
79
・
６
万
戸
（
前

年
度
比
０
・
６
％
減
）
と

し
、
投
資
額
は
名
目
値
・

2024年度着工は
前年度比0.6％減と予測 建設経済研究所

実
質
値
ベ
ー
ス
と
も
に
前

年
度
よ
り
微
減
の
16
兆
６

３
０
０
億
円
（
同
１
・
５

％
減
）
と
予
測
し
た
。

一
方
２
０
２
５
年
度
は
、

建
設
コ
ス
ト
の
上
昇
な
ど

が
住
宅
需
要
を
抑
制
す
る

状
況
が
依
然
と
し
て
継
続

し
、
着
工
戸
数
の
大
幅
な

回
復
は
見
込
め
ず
、
前
年

度
と
同
水
準
に
留
ま
る
と

予
測
。
新
設
着
工
戸
数
が

79
・
８
万
戸
（
同
０
・
３

％
増
）
、
民
間
住
宅
投
資

額
は
建
設
コ
ス
ト
の
上
昇

に
加
え
住
宅
の
高
付
加
価

値
化
が
進
み
名
目
値
・
実

質
値
ベ
ー
ス
と
も
に
微
増

の
16
兆
８
９
０
０
億
円
（

同
１
・
６
％
増
）
と
予
測
。

２
０
２
４
年
度
の
持
家

着
工
戸
数
は
、
４
～
６
月

の
着
工
戸
数
実
績
が
過
去

10
年
間
で
最
低
値
と
な
り

年
度
末
に
か
け
て
の
強
い

回
復
材
料
は
見
当
た
ら
な

い
こ
と
か
ら
、
21
・
０
万

戸
（
同
４
・
４
％
減
）
と

予
測
し
た
。

貸
家
着
工
戸
数
は
、
大

都
市
圏
を
中
心
と
し
た
賃

貸
需
要
や
株
高
等
に
よ
る

不
動
産
投
資
意
欲
の
高
ま

り
を
背
景
に
34
・
１
万
戸

（
同
０
・
３
％
増
）
と
し

た
。
分
譲
住
宅
着
工
戸
数

は
、
マ
ン
シ
ョ
ン
は
大
都

市
圏
で
底
堅
い
需
要
が
続

き
、
販
売
価
格
の
高
騰
か

ら
郊
外
に
シ
フ
ト
す
る
動

き
も
み
ら
れ
、
前
年
度
比
で

増
加
と
予
測
。
戸
建
は
建
設

コ
ス
ト
上
昇
の
影
響
か
ら
前

年
度
比
で
減
少
す
る
と
し
、

23
・
８
万
戸
（
同
１
・
４
％

増
）
と
予
測
し
た
。

２
０
２
５
年
度
の
持
家
着

工
戸
数
は
、
建
設
コ
ス
ト
の

上
昇
が
持
家
の
需
要
を
抑
制

す
る
状
況
は
変
わ
ら
な
い
と

み
ら
れ
、
前
年
度
と
同
水
準

の
20
・
８
万
戸
（
同
０
・
７

％
減
）
と
予
測
。
貸
家
着
工

戸
数
は
同
水
準
を
維
持
し
34

・
４
万
戸
（
同
０
・
７
％
増

）
、
分
譲
住
宅
着
工
戸
数
は

ト
レ
ン
ド
に
大
き
な
変
化
は

な
い
と
想
定
さ
れ
る
こ
と
か

ら
24
・
０
万
戸
（
同
０
・
５

％
増
）
と
予
測
し
た
。

国
土
交
通
省
は
、
「

木
造
住
宅
の
安
全
確
保

方
策
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を

公
表
し
た
。
耐
震
化
の

支
援
制
度
の
概
要
、
耐

震
化
促
進
に
向
け
た
方

策
、
地
震
か
ら
の
リ
ス

ク
低
減
の
た
め
の
方
策
、

日
頃
か
ら
の
災
害
の
備

え
な
ど
を
ま
と
め
て
い

る
。
同
マ
ニ
ュ
ア
ル
は

国
土
交
通
省
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー

ド
で
き
る
。

同
マ
ニ
ュ
ア
ル
は
、

住
宅
居
住
者
の
命
を
守

る
う
え
で
基
本
原
則
と

な
る
住
宅
耐
震
化
を
さ

ら
に
促
進
す
る
た
め
の

方
策
や
、
本
格
的
耐
震

改
修
な
ど
が
や
む
を
得

ず
で
き
な
い
場
合
で
も

リ
ス
ク
低
減
に
つ
な
が

る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る

「木造住宅の安全確保方策マニュアル」公表
国交省

方
策
を
普
及
す
る
こ
と

を
目
的
に
ま
と
め
た
。

基
本
的
な
考
え
と
し

て
、
住
宅
耐
震
化
の
必

要
性
の
理
解
と
意
識
を

向
上
さ
せ
た
う
え
で
、

耐
震
診
断
実
施
や
耐
震

性
・
危
険
性
の
有
無
を

確
認
。
診
断
な
ど
の
結

果
に
応
じ
て
耐
震
改
修

な
ど
に
よ
り
耐
震
性
を

確
保
す
る
こ
と
を
原
則

に
し
て
い
る
。
ま
た
、

リ
ス
ク
低
減
や
日
頃
の

災
害
へ
の
意
識
と
備
え

も
基
本
原
則
に
し
て
い

る
。マ

ニ
ュ
ア
ル
内
の
支

援
制
度
概
要
で
は
、
耐

震
診
断
や
改
修
に
係
る

各
種
補
助
や
融
資
、
税

制
の
特
例
措
置
な
ど
に

つ
い
て
解
説
し
て
い
る
。

耐
震
化
促
進
へ
の
方
策

で
は
、
リ
フ
ォ
ー
ム
や

省
エ
ネ
改
修
と
合
わ
せ

た
耐
震
改
修
の
提
案
な

ど
の
ほ
か
、
コ
ス
ト
負

担
軽
減
な
ど
に
も
言
及

し
て
い
る
。
リ
ス
ク
低

減
で
は
、
部
分
的
耐
震

改
修
や
、
耐
震
に
つ
な

が
る
家
具
の
導
入
な
ど

に
つ
い
て
述
べ
て
い
る
。

日
頃
か
ら
の
備
え
で
は
、

ガ
ラ
ス
の
飛
散
防
止
と

い
っ
た
、
い
ざ
と
い
う

と
き
の
被
害
拡
大
防
止

策
や
、
避
難
時
を
想
定

し
た
行
動
な
ど
に
つ
い

て
総
合
的
に
ま
と
め
て

い
る
。

国
交
省
は
、
有
識
者

や
地
方
公
共
団
体
な
ど

と
の
意
見
交
換
や
検
討

を
重
ね
、
今
回
の
マ
ニ

ュ
ア
ル
公
開
に
至
っ
た
。

経
済
産
業
省
の
概
算
要

求
額
は
２
兆
３
５
９
６
億

円
（
前
年
度
当
初
予
算
比

23
・
７
％
増
）
。
内
訳
は

Ｇ
Ｘ
・
脱
炭
素
エ
ネ
ル
ギ

ー
分
野
に
１
兆
２
４
８
７

億
円
（
同
29
・
１
％
増
）
、

Ｅ
Ｖ
、
蓄
電
池
分
野
に
３

０
４
２
億
円
（
同
23
・
７

％
増
）
、
国
民
の
所
得
向

上
分
野
に
１
３
９
４
億
円

（
25
・
３
％
増
）
。

Ｇ
Ｘ
分
野
で
は
、
住
宅

で
の
高
効
率
給
湯
器
導
入

を
促
進
す
る
事
業
補
助
金

に
５
８
０
億
円
を
盛
り
込

ん
で
い
る
。

ま
た
、
中
堅
、
中
小
企

業
の
賃
上
げ
を
目
的
と
し

て
、
省
力
化
設
備
の
投
入

や
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
の
購
入

を
支
援
す
る
補
助
金
事
業

に
20
億
円
を
新
規
で
設
け

る
。

断熱窓改修、省エネ支援継続
経産省・環境省 25年度予算概算要求

環
境
省
は
当
初
予
算
比

49
％
増
と
な
る
８
７
０
４

億
円
を
要
求
し
た
。

建
築
関
連
で
は
「
脱
炭

素
で
快
適
な
く
ら
し
・
ラ

イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
実
現
」

と
し
て
１
８
１
９
億
円
を

要
求
し
た
。

断
熱
窓
へ
の
改
修
促
進

等
に
よ
る
住
宅
の
省
エ
ネ

・
省
Ｃ
Ｏ
２
加
速
化
支
援

事
業
で
１
３
０
０
億
円
（

前
年
度
予
算
は
補
正
予
算

で
１
３
５
０
億
円
）
、
戸

建
て
住
宅
Ｚ
Ｅ
Ｈ
化
等
支

援
事
業
で
76
億
円
（
同
額

）
、
集
合
住
宅
の
省
Ｃ
Ｏ

２
化
促
進
事
業
で
39
億
円

（
前
年
度
予
算
35
億
円
）
、

建
築
物
等
の
Ｚ
Ｅ
Ｂ
化
・

省
Ｃ
Ｏ
２
化
普
及
加
速
事

業
で
１
０
０
億
円
（
同
47

億
円
）
と
し
て
い
る
。

改
正
建
築
業
法
等
の

一
部
が
施
行
さ
れ
た
。

建
設
業
の
担
い
手
確
保

を
推
進
す
る
こ
と
が
主

な
狙
い
。
改
正
部
分
で

は
労
務
費
の
基
準
や
工

事
契
約
内
容
に
関
す
る

調
査
に
つ
い
て
建
設
業

法
に
位
置
付
け
て
い
る
。

「
建
設
業
法
及
び
公

共
事
業
の
入
札
及
び
契

約
の
適
正
化
の
促
進
に

関
す
る
法
律
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
」
が
成

立
し
、
こ
の
う
ち
の
一

部
改
正
規
定
に
つ
い
て

今
回
施
行
す
る
。

施
行
内
容
の
一
つ
は
、

「
建
設
工
事
の
労
務
費

の
基
準
」
の
作
成
・
勧

改正建設業法等１日から一部施行
国交省

告
（
建
設
業
法
第
34
条
）
。

中
央
建
設
業
審
議
会
は
、

建
設
工
事
に
お
け
る
適
正

な
労
務
費
の
基
準
を
作
成

・
勧
告
で
き
る
よ
う
に
な

る
。
今
後
、
労
務
費
基
準

作
成
を
検
討
す
る
予
定
。

も
う
一
つ
の
施
行
内
容

は
、
建
設
工
事
に
お
け
る

請
負
契
約
の
締
結
状
況
の

調
査
・
公
表
・
報
告
（
建

設
業
法
第
40
条
の
４
）
。

国
土
交
通
大
臣
は
、
建
設

工
事
の
請
負
契
約
の
適
正

化
と
建
設
業
従
事
者
の
処

遇
確
保
の
た
め
、
必
要
な

調
査
を
実
施
し
、
調
査
結

果
を
公
表
で
き
る
。
ま
た
、

そ
の
結
果
を
必
要
に
応
じ

て
同
審
議
会
に
報
告
す
る
。



７
月
の
新
設
住
宅
着
工

戸
数
（
国
交
省
発
表
）
は

６
万
８
０
１
４
戸
（
前
年

同
月
比
０
・
２
％
減
）
で
、

３
カ
月
連
続
の
前
年
同
月

割
れ
と
な
っ
た
。
持
ち
家
、

戸
建
て
分
譲
と
も
に
前
年

同
月
割
れ
が
続
い
て
い
る
。

貸
家
は
前
年
同
月
を
上
回

っ
た
が
、
全
体
の
着
工
と

し
て
は
低
調
に
推
移
し
て

い
る
。
都
市
圏
別
で
は
、

首
都
圏
の
着
工
が
前
年
同

月
超
え
と
な
っ
た
が
、
そ

の
他
地
域
は
低
調
だ
。

新
設
床
面
積
も
５
２
０

万
６
０
０
０
平
方
㍍
（
同

３
・
２
％
減
）
と
な
っ
た
。

床
面
積
も
３
カ
月
連
続
で

貸家増加も持ち家、分譲不振続く
７月の新設住宅着工

国
土
交
通
省
は
、
２
０

２
５
年
度
予
算
の
概
算
要

求
で
総
額
７
兆
３
３
０
億

円
（
前
年
度
当
初
予
算
比

18
％
増
）
を
要
求
し
た
。

能
登
半
島
地
震
か
ら
の
復

興
の
ほ
か
、
災
害
対
応
力

強
化
や
防
災
・
減
災
、
Ｄ

Ｘ
・
Ｇ
Ｘ
の
推
進
、
デ
ジ

タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
造

の
実
現
に
資
す
る
地
域
活

性
化
な
ど
に
取
り
組
む
。

住
宅
局
関
係
の
概
算
要
求

額
は
２
０
８
８
億
円
。
耐

震
化
推
進
、
ス
ト
ッ
ク
対

策
、
木
材
利
用
に
よ
る
脱

炭
素
化
な
ど
を
重
点
施
策

と
す
る
。

一
般
会
計
約
７
兆
円
に

加
え
、
東
日
本
大
震
災
特

別
復
興
会
計
と
し
て
６
１

７
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。

国
民
の
安
全
・
安
心
の

確
保
、
持
続
的
な
経
済
成

長
の
実
現
、
個
性
を
生
か

し
た
地
域
づ
く
り
と
分
散

型
の
国
づ
く
り
が
概
算
要

求
の
基
本
方
針
。
こ
れ
ら

を
骨
子
と
し
て
、
施
策
に

取
り
組
む
。

概
算
要
求
の
内
訳
の
一

部
と
し
て
は
、
密
集
市
街

地
対
策
や
住
宅
・
建
築
物

の
耐
震
化
の
強
化
に
３
９

２
億
円
を
計
上
。
そ
の
ほ

か
、
脱
炭
素
効
果
の
高
い

耐震化や木材利用促進が重点施策に 国交省 25年度予算概算要求
住
宅
・
建
築
物
の
普
及
や
木

材
利
用
の
促
進
な
ど
を
通
じ

た
住
宅
・
建
築
物
の
脱
炭
素

対
策
等
の
強
化
に
１
２
６
３

億
円
、
担
い
手
確
保
・
育
成

や
生
産
性
向
上
に
よ
る
持
続

可
能
な
建
設
業
の
実
現
に
８

億
円
、
空
き
家
対
策
や
所
有

者
不
明
土
地
等
対
策
及
び
適

正
な
土
地
利
用
等
の
促
進
に

１
２
２
億
円
、
住
宅
セ
ー

フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
機
能
の
強

化
に
８
３
５
億
円
、
既
存

住
宅
流
通
・
リ
フ
ォ
ー
ム

市
場
の
活
性
化
に
３
２
７

億
円
な
ど
。

住
宅
局
関
係
の
概
算
要

求
額
は
２
０
８
８
億
円
。

住
宅
の
耐
震
化
支
援
等
を

緊
急
的
に
強
化
、
既
存
ス

ト
ッ
ク
の
有
効
活
用
と
流

通
市
場
形
成
に
向
け
た
長

期
優
良
住
宅
普
及
へ
の
支

援
及
び
空
き
家
の
除
却
・

活
用
促
進
へ
の
支
援
、
既

存
住
宅
の
省
エ
ネ
リ
フ
ォ

ー
ム
促
進
、
木
造
建
築
物

等
の
規
制
合
理
化
に
向
け

た
基
準
整
備
、
優
良
な
木

造
建
築
物
等
の
整
備
へ
の

支
援
、
建
築
確
認
の
オ
ン

ラ
イ
ン
化
、
建
築
Ｂ
Ｉ
Ｍ

に
よ
る
建
築
確
認
の
推
進

な
ど
に
重
点
的
に
取
り
組

ん
で
い
く
。

ま
た
、
金
利
変
動
へ
の

対
応
や
新
興
国
等
に
お
け

る
住
宅
・
建
築
分
野
の
事

業
展
開
へ
の
支
援
も
進
め

て
い
く
。

税
制
改
正
で
は
、
子
育

て
世
帯
等
（
19
歳
未
満
の

子
を
有
す
る
世
帯
、
ま
た

は
夫
婦
い
ず
れ
か
が
40
歳

未
満
の
世
帯
）
に
対
す
る

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
優
遇

措
置
延
長
を
要
望
し
た
。

急
激
な
住
宅
価
格
の
上
昇

を
受
け
た
措
置
で
、
子
育

て
世
帯
等
の
借
入
限
度
額

の
特
例
を
延
長
す
る
。

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
は
、

24
年
度
の
税
制
改
正
大

綱
で
借
入
限
度
額
が
５

０
０
０
万
円
か
ら
４
５

０
０
万
円
に
引
き
下
げ

ら
れ
た
。
長
期
優
良
住

宅
・
低
炭
素
住
宅
に
つ

い
て
は
、
子
育
て
世
帯

等
の
支
援
の
た
め
、
こ

れ
ま
で
と
同
様
の
５
０

０
０
万
円
と
し
て
い
た
。

25
年
度
も
同
様
の
方
向

性
で
検
討
し
、
特
例
措

置
の
延
長
を
求
め
る
。

ま
た
、
新
築
の
床
面

積
要
件
で
今
年
末
ま
で

に
建
築
確
認
を
受
け
た

も
の
は
40
平
方
㍍
に
緩

和
す
る
特
例
に
つ
い
て

も
延
長
を
求
め
る
。

老
朽
化
し
た
マ
ン
シ

ョ
ン
の
建
て
替
え
（
解

体
）
や
大
規
模
改
修
へ

の
税
制
優
遇
も
要
望
す

る
。
老
朽
化
し
た
マ
ン

シ
ョ
ン
を
取
り
壊
し
敷

地
を
売
却
す
る
場
合
や
、

１
棟
リ
ノ
ベ
と
い
っ
た

マ
ン
シ
ョ
ン
更
新
へ
の

特
例
措
置
の
創
設
を
求

め
る
ほ
か
、
現
行
、
管

理
計
画
認
定
マ
ン
シ
ョ

ン
等
で
大
規
模
改
修
工

事
が
実
施
さ
れ
た
場
合

に
、
工
事
翌
年
度
の
建

物
部
分
の
定
額
を
減
税

す
る
特
例
措
置
の
２
年

間
の
延
長
を
要
望
す
る
。

こ
の
ほ
か
、
耐
震
や

省
エ
ネ
な
ど
の
リ
フ
ォ

ー
ム
を
し
た
中
古
住
宅

取
得
に
か
か
る
不
動
産

取
得
税
の
減
額
措
置
の

２
年
間
延
長
や
サ
ー
ビ

ス
付
き
高
齢
者
向
け
住

宅
供
給
促
進
税
制
の
２

年
間
の
延
長
を
求
め
る
。

前
年
同
月
を
下
回
っ
た
。

持
ち
家
は
１
万
９
８

５
８
戸
（
同
４
・
０
％

減
）
で
32
カ
月
連
続
の

前
年
同
月
割
れ
。
た
だ

地
域
別
で
は
首
都
圏
が

４
２
５
７
戸
（
同
６
・

３
％
増
）
で
、
３
カ
月

ぶ
り
に
前
年
同
月
を
上

回
っ
た
。

戸
建
て
分
譲
は
、
９

９
７
３
戸
（
同
９
・
９

％
減
）
で
、
21
カ
月
連

続
で
前
年
同
月
を
下
回

っ
た
。
月
間
１
万
戸
割

れ
は
５
カ
月
ぶ
り
。

貸
家
は
３
万
１
５
４

６
戸
（
４
・
６
％
増
）

で
３
カ
月
ぶ
り
に
前
年

同
月
を
上
回
っ
た
。
月
間

３
万
戸
台
も
３
カ
月
ぶ
り
。

首
都
圏
、
近
畿
圏
、
そ
の

他
地
域
で
前
年
同
月
を
上

回
る
実
績
と
な
っ
た
。

地
域
別
総
着
工
数
で
は
、

首
都
圏
が
２
万
３
５
２
１

戸
（
同
５
・
６
％
増
）
で

前
年
同
月
超
え
。
中
部
、

近
畿
、
そ
の
他
は
い
ず
れ

も
前
年
同
月
を
下
回
っ
た
。

工
法
別
で
は
、
在
来
工

法
が
３
万
６
８
２
戸
（
同

２
・
４
％
減
）
、
２×

４

工
法
が
８
６
５
９
戸
（
同

11
・
３
％
増
）
、
プ
レ
ハ

ブ
工
法
が
９
１
５
４
戸
（

同
５
・
８
％
減
）
で
、
２

×

４
工
法
の
み
前
年
同
月

を
上
回
っ
た
。

２×

４
工
法
は
、
持
ち

家
２
６
１
３
戸
（
同
１
・

９
％
増
）
、
貸
家
５
４
３

２
戸
（
同
22
・
３
％
増
）

で
増
加
。
分
譲
住
宅
の
み

６
０
５
戸
（
同
21
・
０
％

減
）
だ
っ
た
。

木
造
率
は
59
・
４
％
（

前
月
比
１
・
６

㌽
増
）
。

７
月
の
木
造
率
は
24
年
中

で
最
大
と
な
っ
た
。

７
月
実
績
を
踏
ま
え
て

の
季
節
調
整
済
み
年
率
換

算
値
は
、
77
万
３
０
０
０

戸
（
同
１
・
０
％
増
）
で

３
カ
月
ぶ
り
に
増
加
し
た

が
、
６
月
に
続
き
80
万
戸

割
れ
の
換
算
と
な
っ
た
。

日
本
木
造
住
宅
産
業
協

会
（
木
住
協
）
は
、
２
０

２
３
年
度
の
「
木
住
協
自

主
統
計
調
査
」
を
取
り
ま

と
め
た
。
木
住
協
会
員
に

よ
る
木
造
住
宅
着
工
戸
数

は
８
万
５
７
１
９
戸
（
前

年
度
比
４
・
６
％
減
）
で

減
少
し
た
が
、
木
住
協
会

員
が
手
掛
け
た
戸
建
て
住

宅
に
占
め
る
、
省
エ
ネ
基

準
適
合
住
宅
、
長
期
優
良

住
宅
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ
、
太
陽
光

発
電
搭
載
住
宅
の
比
率
は

そ
れ
ぞ
れ
上
昇
。
省
エ
ネ

基
準
適
合
義
務
化
や
Ｚ
Ｅ

Ｈ
推
進
の
流
れ
に
合
わ
せ
、

長期優良・ZEHなど比率増
23年度木住協自主統計調査

る
木
造
住
宅
着
工
戸
数
は

８
万
５
７
１
９
戸
（
前
年

度
比
４
・
６
％
減
）
で
、

そ
の
う
ち
戸
建
て
７
万
９

４
５
９
戸
（
同
７
・
２
％

減
）
。
ま
た
、
こ
の
う
ち

木
造
３
階
建
て
は
８
５
３

２
戸
（
同
３
・
７
％
減
）

だ
っ
た
。
全
国
の
住
宅
着

工
戸
数
減
少
と
概
ね
連
動

す
る
動
向
と
な
り
、
木
住

協
の
木
造
戸
建
て
も
８
万

戸
を
下
回
っ
た
。
た
だ
全

国
の
木
造
戸
建
て
に
占
め

る
木
住
協
の
シ
ェ
ア
は
前

年
度
と
同
じ
20
・
５
％
。

20
年
度
以
降
、
シ
ェ
ア
は

20
％
前
後
で
安
定
し
て
い

る
。
３
階
建
は
多
棟
数
を

手
掛
け
る
事
業
者
が
多
い

関
東
地
域
に
集
中
す
る
傾

向
が
あ
っ
た
。

共
同
住
宅
戸
数
は
６
２

６
０
戸
（
同
47
・
９
％
増

）
。
供
給
数
の
多
い
事
業

者
の
数
値
が
加
わ
っ
た
こ

と
が
増
加
の
一
因
と
な
っ

た
。各

種
住
宅
性
能
の
比
率

で
は
、
戸
数
自
体
は
着
工

減
に
伴
い
減
っ
て
い
る
も

の
の
、
会
員
企
業
に
よ
る

高
性
能
住
宅
供
給
意
識
の

高
ま
り
が
現
れ
て
い
た
。

木
住
協
会
員
に
よ
る
平

成
28
年
（
２
０
１
６
年
）

省
エ
ネ
基
準
適
合
住
宅
（

平
成
25
年
省
エ
ネ
基
準
適

合
住
宅
を
含
む
）
の
戸
数

は
６
万
４
７
２
９
戸
（
同

３
・
２
％
減
）
だ
っ
た
が
、

木
住
協
会
員
の
戸
建
て
に

占
め
る
比
率
は
81
・
５
％

（
３
・
４

㌽
増
）
だ
っ
た
。

長
期
優
良
住
宅
に
つ
い
て

も
、
着
工
戸
数
３
万
２
４

７
９
戸
（
同
１
・
８
％
減

）
な
が
ら
、
比
率
は
40
・

９
％
（
同
２
・
３

㌽
増
）

で
初
め
て
40
％
台
に
乗
っ

た
。
Ｚ
Ｅ
Ｈ
（
Ｎ
ｅ
ａ
ｒ

ｌ
ｙ
Ｚ
Ｅ
Ｈ
を
含
む
）
は
、

２
万
９
４
５
戸
（
同
０
・

４
％
増
）
で
、
比
率
は
26

・
４
％
（
同
21

㌽
増
）
。

Ｚ
Ｅ
Ｈ
戸
数
は
全
体
着
工

が
減
っ
て
も
増
加
し
、
会

員
各
社
の
関
心
と
取
り
組

み
の
高
さ
が
う
か
が
え
た
。

太
陽
光
発
電
搭
載
住
宅

も
２
万
７
０
８
９
戸
（
同

０
・
６
％
増
）
で
増
加
。

比
率
は
34
・
１
％
（
同
２

・
７

㌽
増
）
だ
っ
た
。

各
種
住
宅
の
比
率
上
昇

に
つ
い
て
木
住
協
は
「
来

年
４
月
か
ら
の
省
エ
ネ
基

準
適
合
義
務
化
に
向
け
た

体
制
準
備
で
、
先
行
し
て

基
準
に
合
わ
せ
た
住
宅
を

供
給
し
て
い
る
面
は
あ
る

だ
ろ
う
。
Ｚ
Ｅ
Ｈ
も
、
社

会
ニ
ー
ズ
の
高
ま
り
に
応

じ
て
挑
戦
し
て
い
る
と
も

み
ら
れ
る
」
と
推
察
し
た
。

木
住
協
会
員
の
住
宅
性
能
向
上

の
傾
向
が
う
か
が
え
た
。

同
調
査
は
、
住
宅
生
産
事
業

者
で
あ
る
１
種
正
会
員
を
対
象

に
実
施
し
て
お
り
、
今
回
で
35

回
目
。
調
査
対
象
数
は
４
７
９

社
（
回
収
率
87
・
３
％
）
。

23
年
度
の
木
住
協
会
員
に
よ
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